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【これまでの経緯】
 第20回衛星開発・実証小委員会（令和5年7月6日）において、宇宙開発利用加速化戦略プログラム

（スターダストプログラム）のプロジェクトとして「カーボンニュートラルの実現に向けた森林バイオマス推定手法
の確立と戦略的実装」が採択され、研究開発を開始した。また、第77回宇宙開発利用部会（令和5年7
月24日）においても、宇宙開発利用加速化戦略プログラム（スターダストプログラム）へのプロジェクトの新
規採択について報告がなされた。

 第80回宇宙開発利用部会（令和5年12月12日）及び第25回宇宙政策委員会 衛星開発・実証小
委員会（令和5年12月13日）において、本事業の進捗状況について報告された。

 第92回宇宙開発利用部会（令和6年11月22日）及び第30回宇宙政策委員会 衛星開発・実証小
委員会（令和6年12月13日）において、本事業の進捗状況について報告された。

 第100回宇宙開発利用部会（令和7年12月26日）及び第33回宇宙政策委員会 衛星開発・実証
小委員会（令和7年12月23日）において、本事業の進捗状況について報告された。

【ご報告事項】
 令和7年度（2025年度）末までに、「カーボンニュートラルの実現に向けた森林バイオマス推定手法の確
立と戦略的実装」での全ての作業を完了したため、その成果を報告する。
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１．これまでの経緯と本日のご報告事項



 近年、炭素収支に係る情報把握の重要性が高まっており、特に森林バイオマスや植生活性度（SIF）、
大気中の温室効果ガス（GHG）の把握に係る衛星観測の活用に向けた動きが国際的に加速している。
こうした中、カーボンニュートラルに係る国際的枠組みでの衛星データの標準化や高精度な算定手法の確
立、及びカーボンクレジット市場への参入・価値創出を戦略的に推進し、国際社会における我が国のプレ
ゼンス向上や社会・経済的優位性へ繋げてゆくことが重要である。

 こうした中、我が国はLバンド合成開口レーダ（SAR）による全球 森林・非森林マップ等を世界に先駆
けて整備し、こうしたプロダクトがUNEPにおける公式指標として採用されている等、本領域において 一
定の優位性を有している。今後はこうした強みを一層強化しつつ、例えば次回GST（2028年）での衛星
データの標準化等、国際的枠組みの中に組み込んでいくことで、国際社会での我が国のプレゼンス向上や
社会・経済的優位性へ繋げてゆくことが重要である。

 また、2021年に政府が定めた「グリーン成長戦略」では、観測・モデルに係る科学基盤の充実として人工衛
星等の観測網を活用したデータ利活用や経済社会システムのイノベーションが不可欠とされているほか、カー
ボンクレジット市場への早急な対応が求められている。

 一方で、衛星データを活用したクレジットの算定には各制度のガイドライン・方法論の中に衛星データを定
義する必要があり、市場に通用する方法論改訂のための研究及び実証が必要である。
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２．背景・目的

欧州宇宙機関(ESA)が整備する全球森
林バイオマスマップは、我が国を含むアジア
域の森林を７割程度に過少推定している
ことが示されており、脱炭素領域における我
が国の社会・経済的不利益が懸念される。

林野庁データによる全球森林バイオマスマップの検証(日本域)その他特筆事項

林野庁データ(NFI)
平均 170 Mg/ha

ESA CCIバイオマス2017(日本域)
平均 112 Mg/ha



 【目的①】 炭素収支に係る高精度な算定手法の確立に向けた、衛星搭載のLバンド合成開口レーダ
（SAR）観測やGHG観測、光学衛星など様々な衛星データを組み合わせた森林バイオマス推定と炭素
収支算定手法の研究開発を実施する。また、気候変動研究において不確実性の一つといわれる水田や
湿地などを対象とした炭素吸排出量算定手法についても検討する。（欧州宇宙機関(ESA)が作成した全
球森林バイオマスマップ（精度:88 Mg/ha RMSE）を上回る精度の森林バイオマスマップを作成する。）

 【目的②】 カーボンクレジット市場への参入促進のため、環境省や林野庁等とも連携し、J-クレジット等の
既存制度における方法論の新設・改訂のための実証事業を実施する。
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２．背景・目的

全球森林バイオマスマップ
＋高精度なフラックス推定

カーボンクレジット制度の仕組み



目的①(LバンドSAR衛星と光学衛星等による観測データを組み合わせた森林バイオマス推定手法の確立お
よび森林バイオマスマップの作成)のため、以下の①～③の研究開発を実施した。
目的②(作成したバイオマスマップを用いた方法論の新設・改訂の事業実証)のため、以下の④の取り組みを実
施した。

①陸域炭素吸排出算定手法の開発
R5︓航空機搭載 SAR 機能追加及び SIF 観測装置整備、試験観測準備、検証データの取得。
R6︓航空機試験観測の実施及び手法の高精度化、検証データの取得。
R7︓観測機観測データの蓄積及び手法の高精度化、検証データの取得。

②流域スケールでの炭素収支算定手法の開発
R5︓対象流域選定、地上観測データ収集及び研究プラットフォーム構築、森林バイオマス推定手法の検討。
R6︓地上観測データ収集及び研究プラットフォームの機能強化、森林バイオマス・炭素収支算定手法の開発・検証。
R7︓森林バイオマス・炭素収支算定手法の高度化検討。

③国レベルの森林バイオマスマップの整備・検証
R5︓日本域の森林バイオマスマップ初版を作成、東南アジアの対象国数ヶ国との連携体制の構築。
R6︓日本域森林バイオマスマップの高精度化、東南アジア対象国で地上観測データ整備及び森林バイオマスマップの作

成、炭素収支算定手法の検討。
R7︓日本と東南アジア対象国で2時期の森林バイオマスマップを作成し、炭素吸排出量情報のカーボンニュ ートラル貢献

にむけた行政利用の検討。

④森林カーボンクレジット算定に係る利用実証
R5︓カーボンクレジット算定方法論の衛星データ活用位置付けに向けた実証計画の立案。
R6︓衛星データバイオマス算定と他のデータとの比較検証等の実施。
R7︓衛星データを活用したバイオマス算定にかかる実証結果を踏まえた方法論改定等に向けた活動の実施。

6

３．研究開発方針



本研究開発のスケジュール（実績）を以下に示す。文部科学省殿よりJAXAが受託して計画立案・管理や
方法論適用のための渉外活動を行い、民間委託事業者にて各開発・実証等を行うことで本研究開発を実施
した。
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４．研究開発スケジュール

R7R6R5実施項目
1-1)航空機搭載SAR多偏波・多周波同時観測機能改修（Pi-SAR-L3）①陸域炭素吸

排出算定手法
の開発 1-2)航空機搭載GHG/SIF観測センサ開発

1-3)試験観測

1-4)観測フライト

1-5)炭素吸排出算定出手法の開発・検証

1-6)地上検証データの取得

2-1)空間スケールアップ手法の検討②流域スケール
での炭素収支算
定手法の開発 2-2)大学演習林等の地上観測データ等収集

2-3)研究プラットフォームの構築・管理

2-4)炭素収支算定手法の開発・検証

3-1)国内森林バイオマスマップの整備・検証③国レベルの森
林バイオマスマッ
プの整備・検証 3-2)海外森林バイオマスマップの整備・検証

3-3)炭素収支の算出

4-1)民間事業者との連携構築④森林カーボンク
レジット算定に係
る利用実証 4-2)クレジット算出方法の検討

4-3)海外森林バイオマスマップの利用実証の検討

4-4)森林カーボンクレジットに関する利用実証



【サマリ】①陸域炭素吸排出算定手法の開発（航空機SAR、GHGセンサー開発）
目的・実施結果（【】内の項目は、P.7研究開発スケジュールの実施項目を示す。）
 Lバンド合成開口レーダ（SAR）観測やGHG観測、光学衛星など様々な衛星データを組み合わせた森林バイオマス推定
と炭素収支算定手法を研究開発した。また、水田や湿地などを対象とした炭素吸排出量算定手法の検討する。

 JAXAが所有する航空機搭載 SAR（Pi-SAR-L2）に対して、多偏波・多周波同時観測ができるよう機能追加を実施
（Pi-SAR-L3）及び航空機搭載 GHG/SIF 観測装置を整備し、観測機体への搭載を実施した。【1-1,1-2】

 国内主要テストサイトを対象とした航空機観測の実施手順を具体化し、当該地域（森林・水田・湿地）を対象とした航
空機搭載 SAR（Pi-SAR-L3）および航空機搭載 GHG/SIF による同時観測を実施した。 【1-3,1-4】

 国内主要テストサイトを対象とした地上検証データを取得し、炭素吸排出算定手法についての検討を行った。【1-5,1-6】
 得られた成果は世界初のSAR/GHG/SIF同時観測の実績となった。光学観測であるGHG/SIFの観測データについては

データの有効性の検証に向けて今後も更なるデータ蓄積を進める。 【1-4】
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５．研究開発成果



【実施結果詳細】①陸域炭素吸排出算定手法の開発（航空機SAR、GHGセンサー開発）
航空機搭載SAR多偏波・多周波同時観測機能改修（Pi-SAR-L3）及び航空機搭載GHG/SIF観測センサ開発
 JAXAが所有する航空機搭載 SAR（Pi-SAR-L2）に対して、多偏波・多周波同時観測ができるよう機能追加を実施

（Pi-SAR-L3）及び航空機搭載 GHG/SIF 観測装置を整備し、観測機体への搭載を実施した。
 航空機SARの改修（Pi-SAR-L3）と航空機搭載GHG/SIF観測装置の整備完了後、SARとGHGの同時観測が可能
となり、2026年8月29-30日に国内主要テストサイトを対象とした観測飛行を実施した。

 本センサーにより取得したデータを用いて、炭素収支推定手法への活用可能性について検討した。
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５．研究開発成果
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５．研究開発成果

観測飛行航路図

名古屋空港および函館空港を拠点とし、選定
した国内主要サイト上空にて観測を実施した。

Pi-SAR-L3観測結果の例（北海道鶴居村・釧路湿原付近）

鶴居村で取得した航空機搭載SAR画像（左）とALOS-2衛星によるSAR
画像（右）の比較。偏波カラー合成画像（赤、緑、青にそれぞれHH、HV、
VV偏波）。森林形状や湿地、水田の把握に活用可能であることを確認。
水田については大潟村等もデータを取得。

観測日は雲が卓越しており、関東・東北・北海道と被雲が
多く発生していたため、GHG/SIF観測は限定的となった。

晴天域における植物発光蛍光強度観測中の晴天域︓名古屋
空港近郊

【実施結果詳細】①陸域炭素吸排出算定手法の開発（航空機SAR、GHGセンサー開発）
観測フライト・データ取得結果



【サマリ】②流域スケールでの炭素収支算定手法の開発
③国レベルの森林バイオマスマップの整備・検証（バイオマスマップの開発）
目的・実施結果（【】内の項目は、P.7研究開発スケジュールの実施項目を示す。）
 炭素収支に係る高精度な算定手法の確立。様々な衛星データを組み合わせた森林バイオマス推定と炭素収支算定手法
の研究開発する。【達成目標︓欧州宇宙機関（ESA）が作成した全球森林バイオマスマップ（精度:88 Mg/ha 
RMSE）等を上回る精度の森林バイオマスマップを作成する】

 大学演習林や地上検証データ等を収集し、研究プラットフォームを整備し、炭素収支算定手法を検討した。【2-1,2-
2,2-3,2-4】

 2023~2025年度実施のスターダストプログラムの中で、ALOS-2 L-band SAR、Sentinel-2光学、衛星観測データに
もとづく樹種・土地被覆分類や標高データ(AW3D30)などを入力データとし、機械学習にもとづく森林樹高・地上部バイ
オマス(AGB)推定アルゴリズムおよびマップの開発研究と精度検証を実施した。国内はVer. 3として2018，2020，
2024年を対象とした樹高・バイオマスマップを整備した。【3-1,3-2】

 連携省庁である林野庁から、協定にもとづき森林生態系多様性基礎調査(NFI)データの一部および航空機LiDARデー
タ（優先3県）の貸与を受け、本研究開発において精度検証用に活用した。【3-1,3-2】

 開発した森林バイオマスマップVer. 3(2018年)の全国分布（ヒストグラム）を確認したところ平均154 Mg/ha, NFI
データでは平均170 Mg/ha，欧州が公開のCCIバイオマスは平均112 Mg/haであり，既存のマップと比較して全
国分布は精度が高いことを確認した。【3-1,3-2】

 NFIデータによる精度検証結果，樹高8.84m，AGB 79.81 Mg/ha(RMSE)と当初目的としたCCIバイオマスによ
る推定精度88 Mg/haを上回る精度を達成した。【3-1,3-2】

 しかしながら，平均絶対パーセント誤差(MAPE)は20％に収まらず，更に改善の余地がある。特に、低樹高・低バイオ
マスで過大推定となっていることが課題として分かった。【3-1,3-2,3-3】

 本研究開発で得られた，衛星データを活用した森林地上部バイオマス推定アルゴリズム(Ver. 2)は査読付き論文として
投稿しAcceptされた．
 Kawamura, A.D., Kodama, T., and Tadono, T. (2026), High-Resolution Forest Biomass 

Mapping in Japan Using Canopy Height Estimation from Remote Sensing and Machine 
Learning, Remote Sensing, MDPI (Accepted). 

５．研究開発成果
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※全て10m解像度

【実施結果詳細】②流域スケールでの炭素収支算定手法の開発
③国レベルの森林バイオマスマップの整備・検証（バイオマスマップの開発）
JAXA森林樹高・バイオマスマップの整備
 日本国内においてはVer. 0の開発→Ver. 3へ精度向上を実施した。また、当初は複数年の平均値での開発であったが、

カーボンクレジット市場での利用を考慮した際に、単年もしくは複数時期の変化値が求められることが分かり、Ver. 3では単
年内の観測データを用いるとともに、日本全国を対象に3時期分のバイオマスマップを整備した。

 精度検証およびクレジット実証については, 検証用の正解データがそろっている岡山・熊本・大分の３件を優先して実施した。
 海外はVer. 1の開発→Ver. 2への精度向上を行うとともに、カンボジア全域を対象に2時期分を整備した。

JAXA森林樹高・地上部バイオマスマップの整備状況
バイオマスマップの対象年バージョン（整備年）対象領域
• 2020-2023の平均的な値（全域をカバーするために使用した衛星データの観測年）Ver. 0（2023年度）日本全域
• 2016-2020の平均的な値（全域をカバーするために使用した衛星データの観測年）

（公開済み。データセット｜ALOS@EORCホームページ）
Ver. 1（2024年度）日本全域

• 2020-2023の平均的な値（全域をカバーするために使用した衛星データの観測年）Ver. 2（2024年度）日本全域
• 2018年
• 2022年
• 2024年

Ver. 3（2025年度）日本全域
(検証およびクレジッ
ト実証は岡山・熊
本・大分にて実施)

• 2018年
• 2024年

Ver. 2.2（2025年度）岡山
（検証用）

• 2023年Ver. 1（2024年度）カンボジア全域

• 2020年
• 2023年

Ver. 2（2025年度）カンボジア全域

５．研究開発成果
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※カーボンクレジットで利用するためには単年内での計測データを用いたバイオマスマップが必要。
また、AGBの差分情報も必要であることから複数時期のプロダクトを開発

※カーボンクレジットで利用するためには単年内での計測データを用いたバイオマスマップが必要。
また、AGBの差分情報も必要であることから複数時期のプロダクトを開発



【実施結果詳細】②流域スケールでの炭素収支算定手法の開発
③国レベルの森林バイオマスマップの整備・検証（バイオマスマップの開発）
JAXA森林樹高・地上部バイオマスマップVer. 3
 バイオマスマップVer. 3の処理アルゴリズムの詳細は以下の通り。

教師データ 入力データ 教師データ

機械学習
モデル

出力データ（結果）

入力データ

機械学習
モデル

出力データ（結果）

• 航空機LiDARを教師データとした機械学習により，ALOS-2等複数の衛星データによる森林樹高および地上部バイオマスを
推定するアルゴリズムを構築し，日本全域のマップを整備．

• 林野庁保有の森林生態系多様性基礎調査(NFI, National Forest Inventory)第4期データによる精度検証を実施．
• 次項以降の精度検証では，NFIデータが整備された年に近いバイオマスマップVer. 3（2018年）の結果について報告する．

AGB（t/ha）
300

0

樹高（m）
30

0

3時期分を整備
・2018年
・2022年
・2024年

５．研究開発成果
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【実施結果詳細】②流域スケールでの炭素収支算定手法の開発
③国レベルの森林バイオマスマップの整備・検証（バイオマスマップの開発）
森林地上部バイオマス分布の比較
 海外でも衛星データにもとづく森林地上部バイオマスマップが整備されつつあるが，精度検証が十分ではない．
 これらのマップは日本について過少推定の傾向が確認され、クレジット算定などに不利な状況となる可能性がある．
 本研究開発で開発したバイオマスVer. 3は，林野庁保有の各種データと比較して日本全土のバイオマス分布がESA CCI
バイオマス2017(日本域)よりも近いことが確認できた．日本全国で見ると概ね妥当な分布となっている．

平均値︓153.7 Mg ha-1

最頻値︓135 Mg ha-1

欧州宇宙機関(ESA)
気候変動イニシアチブ(CCI)
による全球地上部バイオマス
マップ(2017). 

森林地上部バイオマス分布の比較.
縦軸は度数を表しており値に意味はない．

林野庁データ(NFI)

JAXAバイオマスマップVer. 3(2018)ESA CCIバイオマス2017(日本域)

５．研究開発成果
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JAXAバイオマスマップVer. 3(2018年)とNFI位置
左︓岡山県，右︓熊本・大分県

NFI位置
AGB（t/ha）

300

0

NFI位置
AGB（t/ha）

300

0

• NFIデータは「小中大円」（0.1ha）を1haに換算した値を使用．
• 樹高・バイオマスマップは水平解像度10mで作成し，大円にかかる画素の平均値を使用．

*https://www.rinya.maff.go.jp/j/ke
ikaku/tayouseichousa/

５．研究開発成果
【実施結果詳細】②流域スケールでの炭素収支算定手法の開発
③国レベルの森林バイオマスマップの整備・検証（バイオマスマップの開発）
NFIデータによるJAXAバイオマスマップの精度検証（優先3県）
 林野庁殿から貸与頂いた優先3県の非公開の森林生態系多様性基礎調査（NFI, National Forest Inventory）
データを検証用に加工し、バイオマスマップの精度検証を実施した。
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【実施結果詳細】②流域スケールでの炭素収支算定手法の開発
③国レベルの森林バイオマスマップの整備・検証（バイオマスマップの開発）
NFIデータによるJAXAバイオマスマップの精度検証（優先3県）
 NFIデータによる精度検証結果は以下の通り。

• NFIデータによる樹高・バイオマスマップVer. 3の検証結果︓樹高8.84m，AGB 79.81Mg/ha(RMSE)
• 絶対パーセント誤差が20％（点線内）に収まらず，改善の余地がある．今回の結果では，特に低樹高・低
AGBで過大推定の傾向が確認できた．

正解（NFI）

推
定
（
樹
高
）

樹高 AGB

正解（NFI）

推
定
（
バ
イ
オ
マ
ス
マ
ップ
）

５．研究開発成果
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• ALSデータによる樹高・AGBが算出されている領域で，JAXAバイオマスマップとALSデータを比較した．
• ALSによる樹高・バイオマスマップVer. 3の検証結果︓樹高2.66m，AGB 85.48Mg/ha(RMSE)
• ALSデータによる樹高・AGBが算出されている領域は限られている状況．
• バイオマスマップの高度化および十分な精度検証のため，優先3県以外における地域のNFIデータや森林資源
量解析を行ったALSデータの充実が望まれる．

正解（ALS）

推
定
（
樹
高
）

正解（ALS）

推
定
（
バ
イ
オ
マ
ス
マ
ップ
）

樹高 AGB

バイオマスマップ
樹高（m）

30

0
ALS
AGB（Mg / ha）

200

0

NFI位置

５．研究開発成果
【実施結果詳細】②流域スケールでの炭素収支算定手法の開発
③国レベルの森林バイオマスマップの整備・検証（バイオマスマップの開発）
航空機LiDARによるJAXAバイオマスマップの精度検証（優先3県）
 航空機LiDAR(ALS)データを正解データとしたバイオマスマップの検証を実施した。
 検証結果については下記の通り。
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【サマリ】④森林カーボンクレジット算定に係る利用実証
目的・実施結果（【】内の項目は、P.7研究開発スケジュールの実施項目を示す。）
 カーボンクレジット市場への参入促進のため、環境省や林野庁等とも連携し、J-クレジット等の既存制度における方法論の

新設・改訂のための実証事業を実施する。

 カーボンクレジット制度は、二国間で任意の協力として実施するもの、日本国内で実施するもの、民間主導で行うもの等に
分類される。このうち二国間クレジット制度（JCM）及び日本国内で実施されるＪクレジット制度について、関連機関や制
度運用事務局等とのヒアリングを踏まえ、方法論改定並びに方法論における利用のための詳細の検討及びバイオマスマップ
を用いた利用実証を実施した。【4-2,4-3,4-4】

 J-クレジット制度においては、方法論への反映に向けた検討を実施した。その結果、「③国レベルの森林バイオマスマップの整
備・検証」のとおり、バイオマスマップの高度化および精度検証が不十分であることから、現段階ではJ-クレジット制度の方法
論への反映は困難である。このため、今後はバイオマスマップの高度化および精度検証を進めた上で、２時点間のバイオマス
マップのAGB差分情報による吸収量算定精度の検証や、２時点間のバイオマスマップの使用をＪ－クレジット制度の方法
論にどのように反映するかの検討等を行うことが必要と考えられた。【4-2,4-4】

 二国間クレジット制度（JCM）においては、カンボジアの既存プロジェクトをリファレンスとし、1時期のJAXA LULCマップ及び
バイオマスマップを使った手法での算出結果との比較を実施した。【4-2,4-3】

 方法論の改定並びに方法論における利用には各ステークホルダーとの連携が非常に重要となるため、林野庁、カンボジア、
タイ、フィリピン、民間事業者等との連携を行い実施した。【4-1,4-4】

 利用実証の結果については次項以降にて報告する。

５．研究開発成果
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【実施結果詳細】④森林カーボンクレジット算定に係る利用実証
カーボンクレジット制度の調査検討
 カーボンクレジット制度は、二国間で任意の協力として実施するもの、日本国内で実施するもの、民間主導で行うもの等に
分類される。このうち二国間クレジット制度（JCM）及び日本国内で実施されるＪクレジット制度について、関連機関や制
度運用事務局等とのヒアリングを踏まえ、方法論改定並びに方法論における利用のための詳細の検討及びバイオマスマップ
を用いた利用実証を実施した。

 民間主導のボランタリークレジット制度（VCS）においては、方法論が刷新されたばかりであり、短期的な改定は見込めな
いことから、方法論の検討・調査を実施した。

５．研究開発成果

利用実証対象となる方法論の選定

【日本国内】
• NFIデータや航空機LiDARデータが整備さ

れており、検証や実証をすすめやすいことか
ら、J-クレジットにて実証を行った。

【海外】
• 世界最大規模であるVCSにおいて、森林ク
レジットに関するの方法論が刷新されたばか
りであるため、短期的な改定は見込めない。
中長期的には検討の余地あり。

• JCMの方法論開発ガイドラインでは、「炭素
プールからの正味CO2排出量のモニタリング
は、リモセンと地上調査を組み合わせて実施
すべき。最新の衛星観測技術を含む利用
可能な最善の技術を活用し、効果的な正
味CO2排出量モニタリングシステムを構築す
ることができる」とされており比較的間口が広
く設定されている。また、炭素クレジット量の
算定に使用するデータセットを、個別具体の
プロジェクトを念頭に置いた方法論の中で指
定できることから、JCMを優先的に選定して
実証を行った。

カーボンクレジット制度の一覧及び森林クレジットに関する方法論の概要
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【実施結果詳細】④森林カーボンクレジット算定に係る利用実証
二国間クレジット制度（JCM）における方法論の調査および改定方法の検討
 二国間クレジット制度（JCM）制度における方法論について調査・ヒアリング等を行い、バイオマスマップの検証が可能な
国及び既存プロジェクトの検討と適用箇所の絞り込みを行った。

 検討の結果、カンボジアにおける「JCMKH_005案件のモニタリングレポート」を基にバイオマスマップ及びLULCマップを用いた
実証を行った。方法論に定められる排出係数について、バイオマスマップから算出したバイオマス値に置き換え、モニタリングレ
ポートのCO₂削減量と比較し、精度の検証を実施した。

20

５．研究開発成果



【実施結果詳細】④森林カーボンクレジット算定に係る利用実証
二国間クレジット制度（JCM）における検証結果
 1時期のJAXA LULCマップ・バイオマスマップを使ったカーボンクレジット算出・リファレンスとの比較を実施。（手順︓①評

価領域の設定→②LULCマップ活用ための、LULC森林クラスとリファレンスの森林クラスの対応付け→③森林クラス毎のバ
イオマスマップ平均からのクレジット計算に必要な要素を抽出するためのフロー整理→④バイオマスマップの特性を加味し、補
正処理をかけて再度クレジット量を計算）

 ①～③の検討を実施をした結果、バイオマスからの算出クレジットがリファレンスに対して、約23%程度過小評価となった。
 ①～③ ＋④の検討の結果、バイオマスからの算出クレジットがリファレンスに対して、約5.7%程度の過大評価に収まった。
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５．研究開発成果

バイオマスマップで
は高AGBの常緑
樹林がリファレンス
より過小評価され、
低AGBの落葉樹
林がリファレンスよ
り過大評価されて
いる傾向があるた
め、補正を行う。



【実施結果詳細】④森林カーボンクレジット算定に係る利用実証
各ステークホルダーとの連携
 方法論の改定並びに方法論における利用には各ステークホルダーとの相当程度の交渉が必要となる。日本国内においては
林野庁殿、海外政府機関においては森林の地理空間情報を保有している、もしくはJCMに関心を持つカンボジア、タイ、
フィリピンとの連携を進めた。また、本事業の将来的な社会実装も見込み、民間事業者との連携も実施した。
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５．研究開発成果

林野庁との連携
• バイオマスマップを用いた森林資源量把握とカーボ
ンクレジット利用を目的に林野庁殿との新規の協
定を締結。

• 非公開の森林生態系多様性基礎調査(NFI, 
National Forest Inventory)データ等を提供
頂き、バイオマスマップの精度検証に貢献。

• 現在、限定地域での検証に留まっているため、今
後も日本全域及び複数時期（AGBの差分変
化）についての検証を行い意見交換を行っていく
予定。

海外政府機関との連携
• 以下の海外政府機関と意見交換を実施。将来的なJCMクレ
ジットの開発を目指して連携を検討した。

• バイオマスマップの精度評価用の航空機LiDARデータ、NFI
データ、現地計測データ等の入手について調整を実施。

森林生態系多様性基礎調査
（National Forest Inventory）

国土全域に4km間隔の格子点を想定し、そのうち森林に該当
する地点を調査対象として、立木調査等を実施する標本調査。

実施状況相手国

• カンボジア環境省GDEKIとの協議
• JICA（カンボジアオフィス）との協議
• 在カンボジア日本大使館との協議
• 環境大臣との協議
• 日カンボジア経済共創交流シンポジウム参加

カンボジア

• GISTDAとの協議タイ

• フィリピン国家測量・資源情報庁（NAMRIA）、フィリピン環境
天然資源省（DENR）との協議

フィリピン

民間事業者等との連携
• 自社森林を保有かつカーボンクレジットの発行経験のある民間
事業者への意見交換を実施。各社の取り組み状況等につい
て情報交換を行い、将来的なバイオマスマップの利用や検証
地の拡大に向けた連携について検討した。

• 海外の格付機関及び事務局等との意見交換を実施した。方
法論に限らず、カーボンクレジット市場における第三者認証や
格付での利用についても意見交換を実施した。林野庁ウェブサイトより作成



 本研究は、2023年7月に文部科学省から公募された宇宙開発利用加速化戦略プログラム（スターダスト
プログラム）のプロジェクトとして「カーボンニュートラルの実現に向けた森林バイオマス推定手法の確立と戦略
的実装」が採択され、2025年度末にすべての研究開発を完了した。

 本研究開発で獲得した技術は、我が国のネットゼロの実現及び森林経営・管理の効率化に貢献する技術
であるとともに、国際的枠組みにおける日本の官民衛星データの標準化や高精度な算定手法の確立を通
して、国内民間企業によるカーボンクレジット市場への参入・価値創出を推進し、将来的な国内外の自然
系クレジット市場の獲得が期待されるものである。
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６．まとめ

成果目的No.
航空機搭載 SAR（Pi-SAR-L2）に対して、多偏波・多周波同時
観測機能の追加（Pi-SAR-L3）及び航空機搭載 GHG/SIF 観
測装置を整備し、世界初のSAR/GHG/SIF同時観測を実施した。
また、Lバンド合成開口レーダ（SAR）観測、GHG観測、光学衛星
など様々なデータを組み合わせて、欧州宇宙機関(ESA)が作成した
全球森林バイオマスマップ（精度:88 Mg/ha RMSE）を上回る
精度のバイオマスマップを開発した。

本研究開発では、精度検証地域が限定的であったため、今後は日本
全国や海外複数地点と言ったより広域での精度検証を進める。

炭素収支に係る高精度な算定手法の確立に向けた、衛星搭載
のLバンド合成開口レーダ（SAR）観測やGHG観測、光学衛星
など様々な衛星データを組み合わせた森林バイオマス推定と炭
素収支算定手法の研究開発を実施する。また、気候変動研究
において不確実性の一つといわれる水田や湿地などを対象とした
炭素吸排出量算定手法についても検討する。（欧州宇宙機関
(ESA)が作成した全球森林バイオマスマップ（精度:88 Mg/ha 
RMSE）を上回る精度の森林バイオマスマップを作成する。）

1

関連機関や制度運用事務局等とのヒアリングを実施し、国内J-クレ
ジット制度及び二国間クレジット制度（JCM）についてバイオマス
マップを用いた利用実証を実施した。

方法論の改定並びに方法論における利用には各ステークホルダーとの
連携及び相当程度の調整が必要であるため、林野庁を始めとする国
内機関、JCMパートナー国の候補である海外政府機関、将来的な社
会実装を見込んだ民間事業者との連携も引きつづき実施していく。

カーボンクレジット市場への参入促進のため、環境省や林野庁等と
も連携し、J-クレジット等の既存制度における方法論の新設・改
訂のための実証事業を実施する。

2



 方法論やMRV手法の改定・新設には、相手国や事務局調整が必要であり、提案～審査～改定までに相
当程度の期間を要することから、本事業で得られた成果に留まることなく、L-SAR観測の取り組みを継続し、
JAXAにおける「重点テーマ 自然資本の把握とクレジット創出」にて引き続き社会実装に臨む。

 引き続き、林野庁、海外政府機関、民間事業者と連携し、我が国の手法が国際標準として活用されること
を目指し、社会実装と便益の獲得を進める。
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７．今後の展望

宇宙開発利用部会（第97回）JAXA第5期中長期計画における衛星地球観測の重点テーマについて
資料97-4_JAXA第5期中長期計画における衛星地球観測の重点テーマについて (PDF:1.6MB)

本事業成果を活用し、重点テーマにて便益獲得を目指す。


